
















































総務省によると、「生産年齢人口（15 ～ 64 歳の
人口）は 2010 年の 63.8％から減少を続け、2017
年には 60％台を割った後、2060 年には 50.9％に
なるのに対し、高齢人口（65 歳以上の人口）は、
2010 年の 2,948 万人から、団塊の世代及び第二次
ベビーブーム世代が高齢人口に入った後の 2042
年に 3,878 万人とピークを迎え、その後は一貫し
て減少に転じ、2060 年には 3,464 万人となる。そ
のため、高齢化率（高齢人口の総人口に対する割
合）は 2010 年の 23.0％から、2013 年には 25.1％
で 4 人に 1 人を上回り、50 年後の 2060 年には












































































































































































































ミ 2 社、IT3 社、食品 3 社、私鉄 2 社、金融 1 社、













































チーム名 運営会社 チーム名 運営会社
読売ジャイアンツ 読売新聞社 読売ジャイアンツ 読売新聞社
ヤクルトスワローズ ヤクルト本社 東京ヤクルトスワローズ ヤクルト本社
横浜大洋ホエールズ 大洋漁業 横浜DeNAベイスターズ DeNA
中日ドラゴンズ 中日新聞社 中日ドラゴンズ 中日新聞社
阪神タイガース 阪神電気鉄道 阪神タイガース 阪神電気鉄道
広島東洋カープ 松田家（マツダ創業者） 広島東洋カープ 松田家（マツダ創業者）
西武ライオンズ 西武鉄道 埼玉西武ライオンズ 西武鉄道
天楽スルグーインデルーゴ天楽北東――
日本ハムファイターズ 日本ハム 北海道日本ハムファイターズ 日本ハム
ロッテオリオンズ ロッテ 千葉ロッテマリーンズ ロッテホールディングス
オリックス・ブルーウェーブ オリックス
近鉄バファローズ 近畿日本鉄道






























（資料 1）。同球場の 1979 年 4 月 14 日の開業に先
立つ 1978 年 11 月 30 日に球場アクセスを担う西
武狭山線狭山湖駅を西所沢寄りの球場隣接地へと













































































セ・リーグ 巨人 東京ヤクルト 横浜 中日 阪神 広島
チーム経営 ○ ○ ○ ○ ○ ○












パ・リーグ 北海道日本ハム 東北楽天 埼玉西武 千葉ロッテ オリックス 福岡ソフトバンク
チーム経営 ○ ○ ○ ○ ○ ○





























































球場名 使用球団名（親会社） 所有者 管理・運営者
ムハ本日（ムハ本日道海北ムード幌札 ）   札幌市 札幌ドーム
koboパーク宮城 東北楽天（楽天） 宮城県 楽天野球団
メットライフドーム 埼玉西武（西武鉄道） 西武鉄道 西武ライオンズ
ムード京東ムード京東）社聞新売読（人巨ムード京東
明治神宮野球場 東京ヤクルト（ヤクルト本社） 明治神宮 明治神宮
横浜スタジアム 横浜DeNA 国および横浜市 横浜スタジアム
ZOZO マリンスタジアム 千葉ロッテ 千葉市 千葉ロッテおよび千葉マリンスタジアム
ナゴヤドーム 中日（中日新聞社） ナゴヤドーム ナゴヤドーム
京セラドーム大阪 オリックス（オリックス） 大阪シティドーム  大阪シティドーム
阪神甲子園球場 阪神（阪神電気鉄道） 阪神電気鉄道 阪神園芸および阪神タイガース
MAZDA Zoom-Zoom スタジアム広島 広島東洋（松田家） 　 　 　 　 広島市 広島東洋カープ


















































































































は、(a) 業務提携（non-equity alliances）、(b) 業務・
資本提携（equity alliances）、および(c)ジョイント・



























































































ルパーク」「Sports Community の共創」の 2 つ
の基本理念を設定し、ファイターズの「ボール
パーク」誘致に名乗りをあげることとした。2018
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The Logic for the Community Development through Tourism based on the Business 




    We will make a trial of classifying the logic for the community development through tourism based 
on the Business Accounting Approach. We will consider the regional vitalization by the utilization of the 
Japan Professional Baseball’s stadium. We will present results that the local governments must accomplish 
accountability to the tax payers based on the business accounting and the local governments can realize 
the regional vitalization through tourism based on the equity alliance. The local government must present 
their visions for the sustainable community management through the strategic alliances between the railway 
companies and the tourism related companies.
【key words】
accountability  strategic  alliance vision
